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そのために先ず、電源施設立地地域である福井県内の 4 市町(敦賀市、美浜町、高浜町、大飯町)
と、福井県内で期首時点(1970 年)において人口規模がそれらの地域とほぼ同じである (6 万人以
下)非立地地域の市町村 (24 市町村)を対象に、地域の状態量を示す指標を、「人口・技能J 、「生産・
















設立地履歴と人口変化との対応関係を示したものであるが、 1 ， 2 号機の建設・営業開始、 3， 4 
号機の建設・営業開始といった二つの時期にほぼ対応して人口が不連続に増大していること、近
年微減傾向にあるが結果としてこの約 30 年間の聞に約 5700 人から約 7000 人まで人口が増大し
ていることがわかる。過疎からの脱却という点では、誘致に伴う地域の期待は一応達成したと見
ることが出来る。



















ここでは、 1970 年時点で電源立地 4 市町それぞれと同人口規模の市町村を比較対象地域として選
定し、地域状態量の推移傾向に関する比較分析を行う。
その一例として、「財政力指数」の推移をとりあげ、大飯町と同人口規模の 2 地域(池田町、永平寺
町)の比較を示したのが図 4 であり、同様に美浜町と同人口規模の 2 地域(芦原町、今立町)との比較
を示したのが図 5 である。
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図 5 美浜町と比較 2 地域における財政力指数の推移
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大飯町では、 79 年の 1 ， 2 号機の運転開始によって、財政力指数は急上昇(改善)する。 その後 85
年から-_ê_減少に転ずるものの、 91 年の 3， 4 号機運転開始によって、再び上昇するといった推移を
示しており、比較対象地域の推移とは大きく異なった傾向を示している。














点 \比較地域 鯖江市 芦原町今立町
総人口 同傾向(増) 微増、 85 年以降人口 減少
技能 高齢化率 同程度
同程度
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地域である 4 市町と、それ以外の 24 市町村の状態量をケースとし (70 年~95 年までの 5 年ごと計
6 時点 X28 市町村=168 ケース)、地域状態量を示す 17 指標を変数とする。主成分分析の結果は、表









・第 4 主成分は、 15 歳以上就業者率、建設業従業者率、財政力指数等の指標が高く寄与している
ことから「公共事業等への依存性」
この中で、大飯町と比較対象 2 地域(永平寺、池田町)の第 1 及び第 3 主成分平面上での推移を
見たのが図 6 であり、第 1 及び第 4 主成分平面上での推移を見たのが図 7 である。
表 2 主成分分析の結果
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大飯町と比較 2 地域の主成分得点、(1、 4 主成分)
大飯町についてみると、第 1 主成分である「都市化度J が非常に増大している。特に、 1 ， 2 号機
の運転開始 (79 年)直後、 3， 4 号機の運転開始 (91 年)直後には、大幅に増加している。第 3 主
成分である「財政基盤力」でも、運転開始時期と対応した財政基盤の向上傾向を見ることができる。
一方、第 4 主成分である「公共事業等への依存性J の方も、 80 年と 95 年の得点が他の年代時期よ
り高くなっている。他の立地地域についても、ほぽ同様な傾向が指摘される。
70 年から 95 年にかけての 6 比較時点での 28 市町村の第 3 主成分得点の順位変動をみたのが表 3
である。 これから立地初期(営業運転開始及び設置許可)の 70 年と、電源三法が成立し、また 4 市
町村と も営業運転が開始した後の 70 年代後半と比較すると、 4 立地市町全てが財政基盤の高いラ ン




表 3 福井県における各市町村の第 3 主成分得点の順位
70年 75年 80年 85年 90年 95年
財政基盤力低い 永平寺町 今立町 今立町 名田庄村 池田町 美山町
今立町 永平寺町 織田町 池田町 美山町 池田町
J 、 松岡町 池田町 美山町 織田町 織田町 清水町
織田町 松岡町 池田町 朝日町 今庄町 織田町
春江町 織田町 名田庄村 美山町 今立町 今庄町
朝日町 美山町 春江町 今立町 名田庄村 朝日町
丸岡町 南条町 松岡町 南条町 朝日町 上中町
勝山市 朝日町 朝日町 上中町 上中町 今立町
越前町 名田庄村 上中町 永平寺町 清水町 永平寺町
鯖江市 清水町 今圧町 春江町 松岡町 南条町
池田町 春江町 南条町 今庄町 南条町 名田庄村
上中町 上中町 永平寺町 松岡町 坂井町 松岡町
美山町 勝山市 坂井町 清水町 ニ方町 坂井町
清水町 鯖江市 勝山市 板井町 永平寺町 ニ方町
小浜市 金津町 金津町 ニ方町 金津町 勝山市
ニ方町 i ...!i大飯町 ご，~t 清水町 勝山市 春江町 春江町
t~~~高浜町~:~:，: 今圧町 丸岡町 金津町 勝山市 金津町
南条町 丸岡町 鯖江市 丸岡町 越前町 越前町
ニ園町 小浜市 ニ方町 鯖江市 鯖江市 小浜市
-子大飯町' 越前町 小浜市 小浜市 丸岡町 鯖江市
今圧町 ニ方町 越前町 越前町 小浜市 丸岡町
金津町 坂井町 大野市 大野市 大野市 大野市
名田庄村 大野市 芦原町 芦原町 ニ国町 ニ園町
、s ? 美浜町 ~ ニ園町 ニ園町 ニ園町 芦原町 芦原町大野市 芦原町 1駕首選附‘与 ~，?噸賀市i I_~ 美浜町てι t い肺美浜町但
坂井町 ~ir敦賀市プF間敦賀市『 f ヤ美浜町.~ 1"t;T大飯紅r-rc 戸ー 高浜町

























の公表)に関する協定が関電との聞に締結され、 1 ， 2 号機の原子炉設置許可がおり、工事の再開が
決定することとなる。
昭和 56 年 4 月には、敦賀で放射漏れ事故が発生するが、大飯町では 8 月に 3， 4 号機の増設のた
め、事前調査の申し入れを行うと同時に、まちづくりビジョンとして「第二次振興計画」を策定 (3，
4 号機増設をにらんだ原電を挺子にしたまちづくりビジョン)する。 それと並行して、昭和田年か




第 1 期 2 期共に見られる。




まず、三法交付金については、その使途を項目別に累積させたグ ラフ(図 8) を見ると 、 昭和 50 年





































































図 9 S49~H7 の使途別構成比
文化施設への重視)、第 2 期(産業振興施設への重視)、第 3 期(スポーツ・レクリエーション施設へ
の重視)という 3 つの時期を見ることができる。
これまでの地域に交付された三法交付金の全体を使途別(図的で見ると、産業振興施設に振り分け
た額は全体の 43% と最も多い。スポーツ施設、教育文化施設はそれぞれ 22% と 17%で 2 位， 3 位と
なっている。
つまり、ヒアリングで得られた情報のように、大飯町では 1 ， 2 号機関連は教育施設整備に対して
重点配分しており、 (3 つの村の統合に伴う学校統合経費、中学校の新設、 LL教育の充実等)、 3 ，









1 号機の建設から現在までのおよそ 20 年間のうちに、町に対して計約 1 兆 5 百億の投資(1， 2 号
機関連 3500 億、 3， 4 号機関連 7200 億)がなされた。 この効果は大きいものがある。
雇用の面について見ると、 1 ， 2 号機点検期と 3 ， 4 号機建設期のピーク時には 6000 人の労働力
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